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C O N T E N T S

要  約

Ⅰ　本稿の問題意識
Ⅱ　ITを活用した変革の構成要素の定義
Ⅲ　問題意識への回答としての「価値創造サイクル」の提示
Ⅳ　価値創造サイクルの事例分析
Ⅴ　事例を踏まえた価値創造サイクルの具体化
Ⅵ　企業における価値創造サイクルの実態の確認
Ⅶ　企業が価値創造サイクルを実施するには

1	 変化が激しい経営環境の中で、改善だけの変革の不十分さ、計画的変革の困難
さ、既存情報システムの限界を打破して、IT（情報技術）を活用した計画的か
つ創発的な価値連鎖の変革を持続するために、企業はどのようなマネジメントを
行えばよいか。

2	 本稿ではまず、事業戦略、変革のイネーブラー（可能にするもの）、変革の実行
内容、変革の効果という変革の構成要素の関係を定義した。そして計画的かつ創
発的な変革の実行方法として、野中郁次郎一橋大学名誉教授らが提唱した知識創
造サイクルを価値連鎖の中に埋め込んで実行する価値創造サイクルを提案した。

3	 変革を繰り返して成長を持続してきたセブン─イレブン、ウェルズ・ファーゴ、
グーグルの事例分析により、計画的かつ創発的な変革と価値創造サイクルの関係
を整理し、変革のイネーブラーが価値創造サイクルを実践する上でも重要な役割
を果たしていることを確認した。

4	 さらに、日本企業に対するアンケート調査の結果を基に、約 4分の 1の企業が何
らかの形で価値創造サイクルを実践しており、変革のイネーブラーを整備して変
革を実行し、変革の効果を創出していることを確認した。そして、まだ価値創造
サイクルを実施していない企業が、これを導入するためのアプローチを示唆した。

価値創造サイクルによる
持続的変革の実現

淀川高喜
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Ⅰ	本稿の問題意識

1	 事業変革の難しさ
市場のグローバル化や競争のグローバル化

が進み、顧客の要求が高度化・多様化し、
ITをはじめとした技術革新が加速する中で、
多くの企業は環境変化に適応し成長を継続で
きるように事業戦略を見直し、事業を変革す
ることが必要と考えている。しかし、「現場
主導による改善を実行する企業はあっても、
抜本的な価値連鎖の再設計にまで踏み込んで
事業戦略の見直しを実行した企業は多くはな
い」というのが実情である文献1。

2	 変革の定義
大月は、組織が行う変革という行動を、環

境への適応と関係づけて次のように定義して
いる。「組織は成功体験を組織内に埋め込む
ため、行動をルーティン化し、慣性力を形成
する。環境が変化すると、それまでの成功体
験が通用しなくなるが、いったん構築した組
織ルーティンや勢いがついた慣性力の方向転
換は容易にできない。組織の慣性力の修正を
含む環境適応のことを変革という」文献2。本
稿では、この定義に基づいて価値連鎖の変革
について検討する。

3	 バリューチェーン（価値連鎖）
	 の変革

Porterはバリューチェーン（価値連鎖）を
次のように定義している。「バリューチェー
ンとは、製品やサービスを顧客に提供するた
めの企業活動において、調達／開発／製造／
販売／サービスといった業務プロセスが、一
連の流れの中で順次、価値とコストを付加・

蓄積していき、この連鎖的活動によって顧客
に向けた最終的な『価値』が生み出されるこ
とである」文献3。

企業が、事業価値を創出するように事業を
変革するためには、価値連鎖を競争優位が生
まれるように作り直す必要がある。本稿で
は、価値連鎖の変革を変革の対象別と種類別
に次のように分類する。

（1）	 変革の対象

価値連鎖の変革には、価値連鎖のアウトプ
ットである「製品・サービスの変革」、価値
連鎖を構成する「業務プロセスの変革」、価
値連鎖の構造そのものである「ビジネスモデ
ルの変革」がある。

（2）	 変革の種類

製品・サービス、業務プロセス、ビジネス
モデルのいずれについても、「改善」「再設
計」「創造」の 3 種類の変革がある。

①改善：既存の機能や実現方法を基本的に
は変えずに、漸進的に環境への適応を行
う変革

②再設計：既存の機能や実現方法を抜本的
に見直し、断続的に再設計を行う変革

③創造：これまでにない新たな機能を、新
たな方法で実現する変革

4	 変革の効果の指標
企業業績を多角的に捉える総合的な指標と

し てKaplan＆Nortonが 提 唱 し たBSC（Bal-
anced Scorecard）が用いられている文献4。
これは、最終的な財務業績のみならず、中間
的な成果を重視するプロセス志向の考え方で
あり、「社員の学習と成長」「業務」「顧客」
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一 方、O理 論 は、Organizational Capability
（組織能力）を最重視する変革論であり、組
織能力の開発を目的として、経営トップのチ
ームと従業員の参画によって、Culture（組
織文化）の醸成に焦点を置いて、創発的に変
革を実行する」（表 1 ）。

計画的変革とは対照的に、創発的変革とは
「明示的な事前の意図がなく組織の新しいパ
ターンを実現すること」である文献6。計画的
変革は、断続的な再設計や創造のための方法
であり、創発的変革は、継続的な改善を進め
るための方法である。従って、両方の良いと
ころを組み合わせて、E理論による計画的変
革とO理論による創発的変革を組み合わせて
実施するのがよいというのがBeerらの結論
である。

6	 計画的変革と創発的変革の関係
計画的変革と創発的変革の関係について

は、さまざまな見方がある。

（1）	 断続的な計画的変革と

	 継続的な創発的変革の繰り返し

企業は、定常的に創発的な改善を行ってい
るが、改善の積み重ねだけでは越えられない
ような大きな環境変化に見舞われたり、改善

「財務」の 4 つの視点から総合的な成果の評
価を行う。

本稿でも、BSCの 4 つの視点を基にして変
革の効果創出を考える。 4 つの視点のうち、

「社員の学習と成長」は組織や人材の整備の
実現目標となる指標であり、「業務」は価値
連鎖の変革の実現目標となる指標である。そ
して、組織と人材の整備が価値連鎖の変革を
可能にし、価値連鎖の変革が結果的に「顧
客」と「財務」の指標の向上につながる。従
って本稿では、変革の最終的な成果である

「顧客」の指標と「財務」の指標で、変革の
効果を捉える。

5	 変革の方法に関する 2つの理論
Beer & Nohriaは、変革に関する論文集の

巻頭論文の中で、変革の目的、リーダーシッ
プ、方法などについての研究者と実務家の間
での論議を、中立の立場からE理論とO理論の
2 つに大別して次のように整理している文献5。
「E理論は、Economic Value（経済的価値）
を最重視する変革論であり、株主価値の最大
化を目的にして、CEOのトップダウンのリ
ーダーシップのもとで、Structure（組織構
造）とSystem（組織運営システム）の設計
に焦点を置いて、計画的に変革を実行する。

表1　変革に関するE理論とO理論

E理論
Economic Value

O理論
Organizational Capability

目的 株主価値の最大化 組織能力の開発

リーダーシップ CEOのトップダウン トップチームと従業員の参画

焦点となる要素 Structure、System Culture

プランニング 計画的でプラグラム的 創発的で非プログラム的

モチベーション 金銭インセンティブ 金銭はインセンティブではなく結果的なもの

支援するコンサルタント MBA的大コンサルティング企業 プロセス指向ブティック企業
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7	 変革の促進要因にも
	 阻害要因にもなるIT

ITは、製品・サービスを構成する一要素
として、その中に組み込まれている。企業の
大半の業務プロセスは、情報システムによっ
て実行される。企業内外の組織間での価値連
鎖は、ITネットワークによって連結されて
おり、ITはビジネスモデルを構成する上で
欠かせない土台となっている。このように、
製品・サービス、業務プロセス、ビジネスモ
デルのいずれを変革するためにも、ITを有
効に活かすことが大きな助けになる。

その一方で、多くの企業では、情報システ
ムは既存の事業を行う上でなくてはならない
事業基盤の一つになっており、蓄積された膨
大な情報システムを事業の変革に合わせて改
変しなければならないことは、変革の実行を
難しくする一因である。

以上のことから、本稿における問題意識は
次の通りである。
「変化が激しい競争環境の中で、改善だけの
変革の不十分さ、計画的変革の困難さ、既存
情報システムの限界を打破して、ITを活用
した計画的かつ創発的な価値連鎖の変革を持
続するために、企業はどのようなマネジメン
トを行えばよいか」。

Ⅱ	ITを活用した
	 変革の構成要素の定義

1	 変革のイネーブラーの
	 統合モデルとしての7S

変革のマネジメントを構成する要素は、改
善、再設計、創造といった変革の実行内容、
変革の効果、変革の達成目標となる事業戦

を繰り返している間に強固な慣性力が形成さ
れ環境適応ができなくなったりした場合に、
計画的な再設計や創造に踏み切り文献7、それ
が一段落したら、また継続的な改善に戻ると
いうことを繰り返す文献8のが従来の事業変革
の考え方であった。

（2）	 計画的変革と創発的変革の同時進行

一方、断続的な計画的変革という考え方に
対して、D’Aveniは、「競争環境が急速に変
化する状況においては、もはや持続可能な競
争優位などありえず、計画的変革と創発的変
革の同時並行による一時的な競争優位の繰り
返しによって事業戦略を継続的に見直してい
く能力が必要である」と主張した文献9。

（3）	 計画的変革の創発的変革による補完

また、企業の価値連鎖全体を再設計するよ
うな相互依存性の高い構成要素からなるシス
テムの変革は、計画に基づいて全体の整合性
を保って実行する必要があるが、競争環境の
変化が激しい企業では、当初の計画通りに変
革を完遂できることはまれであり、変革の実
行途上で創発的な試行錯誤を経て計画を絶え
ず見直すことも必要になる。

たとえば、大月は「企業は、環境変化を事
前に想定して、それに適応するための計画を
事業戦略として策定し、計画にそって変革を
実行する。しかし、予想外の環境変化が起こ
ることが常であり、その混乱の中から創発的
な変革が生まれ、それがコンセンサスとなっ
て事業戦略を修正するという過程が、実際の
企業では行われる」としている文献2。このよ
うに、企業には計画的かつ創発的な変革の実
行が求められるようになってきた。
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2	 COBIT5を参照モデルとした
	 ITを活用した
	 変革のイネーブラーの検討

（1）	 ITを活用した

	 変革に特有のイネーブラー

ITを活用した変革のイネーブラーには、
7Sとは異なる要素があるだろうか。Hammer 
& Champyは、業務を一から考え直して再設
計して変革を行うBPRの方法の中で、「変革
のイネーブラーとしてのITとそれを支援する
要素である情報の重要性」を主張した文献11。
また、ERP（統合業務パッケージ）やSCM

（製品・サービスの提供プロセスの統合管
理）のようなITによるソリューションの利
用を前提として変革を行う場合には、企業や
組織を超えた情報の統合化や、業務プロセス
の標準化を行うための設計や、変革管理の実
行プロセスが重要である。

（2）	 COBIT5をITを活用した

	 変革のイネーブラーとして利用

このようなITを活用した価値連鎖の変革
を実行する上で参照すべき国際的フレームワ
ークとして、ITガバナンスの専門家が構成
するISACAが策定したCOBIT5がある文献12。
COBIT5の柱となる考え方は次の通りである。

•	IT活用の目的は、企業の利害関係者に
とっての利益を実現し、リスクを最適化
し、リソース配分を最適化して、価値を
生み出すことである

•	そのために企業としてのビジネスの目標
（事業戦略）を定め、その実現のための
ITに関連した目標（IT戦略）を定め、
その実現のためのイネーブラーの目標を
定める

略、そしてそれぞれを適合させてマネジメン
トすることによって変革の実行を可能にする
もの、すなわち変革のイネーブラーから成
る。

Peters & Watermanは、企業が成功する
には「共有された価値観（Shared value）を
中心に据えて、戦略（Strategy）、組織構造

（Structure）、システム（System）、スキル
（Skill）、スタッフ（Staff）、スタイル（Style）
という組織の 7 つの要素を調和させてマネジ
する必要がある」とした文献10。Petersらは、
米国企業が従来重視してきた、Strategy、
Structure、Systemというハードの3Sに加え
て、Staff、Skill、Styleというソフトの3Sと価
値観という人的な側面のマネジメントが、成
功する組織のマネジメントの秘訣であると主
張している。

Beerらは、この7Sが変革の実行において
も重要なマネジメントの要素であると考え、
E理論によるトップダウンの計画的変革では
ハードの3Sが、O理論による従業員参画型の
創発的変革ではソフトの3Sと価値観（これ
らをCultureと表現している）が特に焦点と
なるとしている文献5。そして計画的変革と創
発的変革を使い分けるには、ハードとソフト
の両面の施策を駆使する必要があることにな
る。

組織のマネジメントの要素を、 7 つのSの
組み合わせで捉える枠組みは、一般性が高い
と考えられる。これまで変革全般のイネーブ
ラーとして論じられてきた要素は、この7S
に包含することができ、7Sは変革全般のイ
ネーブラーの統合モデルと考えることができ
る。
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報」と「ITサービス・ITインフラ・ア
プリケーション」が相当する。本稿では

「システム」を「組織運営システム」「情
報」「IT活用力」「（変革を実行する）プ
ロセス」の 4 つの要素に分ける

•	  「スタッフ」と「スキル」には「人材・
スキル・コンピテンシー」が相当する。
本稿ではこれを「（変革を推進する）人
材」と呼ぶ

•	  「戦略」は変革のイネーブラーではな
く、変革の達成目標として変革と整合す
べきものである

COBIT5では、7Sの「システム」の部分が
「情報」「プロセス」「ITサービス・ITインフ
ラ・アプリケーション」というそれぞれ独立
したイネーブラーとして扱われている。これ
は、ITを活用した変革においては、ITを活
用することによってより大量、多様、即時に
なった情報が変革の価値の源泉として重要で
あり、また、ITと一体となった業務の変革
を設計し導入する手順としてのプロセスが重
要であり、ITサービス・ITインフラ・アプ
リケーションといったITの構成要素を変革
のために活用できることが重要だからであ
る。本稿では、ITの個々の構成要素よりそ
れらを効果的に活用できる能力が変革のイネ
ーブラーであると考えて「IT活用力」と呼
ぶ。

このように、7SとCOBIT5のイネーブラー
を対応させた上で、本稿では、「共有された
価値観」と「組織文化」をひとくくりにして

「価値観」のイネーブラーとし、「組織構造」
「組織運営システム」「情報」をひとくくりに
して「組織」のイネーブラーとし、「プロセ
ス」「IT活用力」「人材」はそれぞれ独立し

•	イネーブラーには、①原則・ポリシー・
フレームワーク、②（ITマネジメント
の）プロセス、③組織構造、④カルチャ
ー・倫理観・行動原理、⑤情報、⑥IT
サービス・ITインフラ・アプリケーシ
ョン、⑦人材・スキル・コンピテンシー
がある

このようにCOBIT5はIT活用のマネジメン
トのためのフレームワークではあるが、事業
としての目標を達成するため、事業戦略と整
合したIT活用を行うことに焦点を当ててい
る。このため、COBIT5のイネーブラーの中
で、⑥ITサービス・ITインフラ・アプリケ
ーションは情報システムに関するものだが、
それ以外はすべて人間系システム（人間にか
かわる仕組みの意味）に関するものである。
COBIT5のイネーブラーには、7Sに相当する
ものやプロセス、情報、ITといった要素も
含まれており、事業価値を生むIT活用のた
めのイネーブラーであると同時に、ITを活
用して価値が生まれるように価値連鎖を変革
するためのイネーブラーにもなり得る。

3	 ITを活用した
	 変革のイネーブラーの抽出

Petersらの7SとCOBIT5のイネーブラーと
は、ほぼ対応させることができる。

•	  「共有された価値観」を表現する方法
が、「原則・ポリシー・フレームワー
ク」である 

•	  「スタイル」には「カルチャー・倫理観・
行動原理」が相当する。これを本稿では

「組織文化」と呼ぶ

•	  「組織構造」は両者で共通する

•	  「システム」には「プロセス」と「情
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変革を実行すれば

•	顧客の評価や財務的効果で表現される変
革の効果が創出される」

Ⅲ	問題意識への回答としての
	 「価値創造サイクル」の提示

1	 価値創造サイクルとは
（1）	 創発を組み入れた計画的変革と

	 計画的意図に収斂する創発的変革

本稿の問題意識である「計画的かつ創発的
変革を行う場合のマネジメント」は、どのよ

たイネーブラーとして扱う（表 2 ）。

4	 ITを活用した
	 変革の構成要素のまとめ

ITを活用した変革の構成要素の間の相互関
係を整理すると、次の「ITを活用した変革に
よる効果創出モデル」が作成できる（図 1 ）。
「◦ 事業戦略と整合させて

•	価値観、組織、人材、プロセスから構成
される人間系システムと、IT活用力を
イネーブラーとして活かして

•	改善、再設計、創造といった価値連鎖の

表2　Petersらの7SとCOBIT5のイネーブラーの対応関係

Petersらの7S COBIT5のイネーブラー ITを活用した変革のイネーブラー

共有された価値観（Shared Value） 原則・ポリシー・フレームワーク
価値観（価値観と組織文化）

スタイル（Style） カルチャー・倫理観・行動原理

組織構造（Structure） 組織構造 組織（組織構造と組織運営システム、
情報）

システム（System）

情報

プロセス プロセス（変革を実行する）

ITサービス・ITインフラ・アプリケーション IT活用力

スタッフ（Staff）、スキル（Skill） 人材・スキル・コンピテンシー 人材（変革を推進する）

戦略（Strategy） ─ （変革と整合化）

図1　ITを活用した変革による効果創出モデル

イネーブラー

価値連鎖の変革の実行

イネーブラー

IT活用力
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● 創造
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● 顧客の評価
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● 市場と顧客
● 業界と競合
● 自社の強み
● マーケティングミックス

人間系システム
● 価値観
● 組織
● 人材
● プロセス

整合 創出

活用

活用
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図に収斂する創発的変革にも適用できる方法
として「価値創造サイクル」という考え方を
提示する。

（2）	 商品・サービスの開発サイクルと

	 提供サイクルからなる価値連鎖

企業の価値連鎖は、商品やサービスが開発
され生産され、市場に投入され販売され、顧
客に提供され利用され、顧客の評価を受けそ
の結果をフィードバックして、次の商品やサ
ービスの開発や生産に活かされる、というサ
イクルで運営される。そしてそのサイクル
は、商品・サービス開発サイクルと商品・サ
ービス提供サイクルに分けられる。

計画的かつ創発的な変革は、こうした定常
的な価値連鎖のサイクルとは別に、断続的な
変革プロジェクトを実施するのではなく、商
品・サービス開発サイクルを革新的な商品や

うに行えばよいか。変化の激しい競争環境で
計画的変革を行う際に、当初の計画通りに変
革を遂行できることはまれで、変革の途上で
計画見直しが必要になるという困難さを克服
するには、計画的変革の中に創発的な要素を
組み入れて段階的に実行することが考えられ
る。また、計画的変革の頻度が高まって変革
が定常的に繰り返されるようになり、計画的
変革と創発的変革を同時進行させなければな
らないという状況も発生する。そのために
は、ある計画的な意図に収斂するように創発
的変革のサイクルを回し続けて、その中から
結果的に戦略を形成していくことが考えられ
る。

このように計画的かつ創発的な変革には、
創発を組み入れた計画的変革と計画的意図に
収斂する創発的変革が含まれる。本章では、
創発を組み入れた計画的変革にも、計画的意

図2　商品・サービス開発サイクルと商品・サービス提供サイクル
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共有しグループの暗黙知を創造する（Sociali-
zation：共同化）、組織の境界を超えた本質
的対話で暗黙知をコンセプトに昇華して形式
知にする（Externalization：表出化）、時空
間を超えて形式知を体系化する（Combina-
tion：連結化）、形式知を技術、商品、ソフ
ト、サービスに結晶化し、自己のノウハウと
して暗黙知にする（Internalization：内面
化）」という 4 つの段階から成るスパイラル
として定義した（図 3 ）。

（4）	 価値連鎖の中での

	 知識創造サイクルの実践

商品・サービス開発を、暗黙知の共同化と
モデル作成による表出化と、試作品を用いた
試行錯誤から成る知識創造サイクルとして運
営し、また商品・サービス提供を、現場組織
による形式知の連結化と仮説設定・検証を通
じた形式知の内面化を繰り返す知識創造サイ
クルとして運営することによって、創発的な
変革を持続的に行い、ダイナミックケイパビ
リティを実践することができると考えられ
る。

本稿では、多様な知識を結集して試行錯誤
により新たな価値を生み出すという意味で前
者を価値創発サイクル、顧客への価値提供の
過程での仮説検証により顧客への価値を最大

業務プロセスやビジネスモデルを再設計・創
造する場として回し、また商品・サービス
提供サイクルを、改善を超えた商品や業務
プロセスの創発的な改良の場として回して、
変革を常態化することによって実行される

（図 2 ）。

（3）	 変革の本質としての知識創造サイクル

Grantは「生産は投入物を産出物に変換す
るプロセス」（価値連鎖のこと）であり、「生
産における本質的な投入物と価値の主要な源
泉は知識である」として、知識が企業活動の
最重要な資産であると主張した文献13。企業
は、競争優位につながる知識を継続的に創造
し、戦略や新商品などのアウトプットを連続
的に形成する組織能力を持つ必要がある。こ
れはTeece他が「ダイナミックケイパビリテ
ィ」 と 呼 ん だ 能 力 で あ る文 献14。 そ し て
Carlssonは、ダイナミックケイパビリティの
本質は「動的環境のもとで知識の創造、統
合、保存、移転、活用を行う知識プロセスで
ある」と述べている文献15。

この知識プロセスを、野中・竹内（1995）
はSECIモデルで示される知識創造サイクル
として定義した文献16。知識を言語化しにく
い暗黙知とそれが容易な形式知に分けた上
で、知識創造サイクルを、「個人の暗黙知を

図3　野中らによる知識創造サイクル（SECIモデル）
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画的な変革の成果として解釈することができ
る。この事例は、緒方知行＆田口香世著『セ
ブン─イレブンだけがなぜ勝ち続けるのか』

（日本経済新聞出版社、2014年）に基づいて
いる文献17。

（1）	 身近な生活総合サービス企業

セブン─イレブンは、弁当、惣菜、パン、
麺類、デザート、飲料など豊富な食品をそろ
えた小売業であるが、それにとどまらず、年
間60億人が利用する生活基幹産業、「近くて
便利」という生活価値を提供する総合的なコ
ンビニエンスサービス企業といえる。セブン─
イレブンが提供するものは、「欲しい人に、
欲しいモノとサービスが、欲しいときに、欲
しいだけ、より望ましい条件で、提供でき
る」という利便性である。

また、セブン─イレブンは、資本関係のな
い他人を組織に包含したユニークなネットワ
ーク型ビジネスモデルである。店舗はすべて
個人が経営するフランチャイズ店であり、商

化するという意味で後者を価値増幅サイクル
と表現し、価値創発サイクルと価値増幅サイ
クルを合わせて価値創造サイクルと呼ぶ。

すなわち商品・サービス開発サイクルを、
シーズの応用仮説を策定し、試作品を作成
し、顧客との試行によって評価・改良を繰り
返すような、価値創発サイクルとして回し続
け、商品・サービス提供サイクルを、試作品
を実用化してサービス部品を生成し、顧客へ
の提供プロセスの中でサービス部品を利用し
て評価し、サービス部品を改訂するような価
値増幅サイクルとして回し続けるのである。
2 つのサイクルは、創発された試作品の実用
化と実用品の利用結果のフィードバックによ
り連結されている（図 4 ）。

2	 セブン─イレブンにおける
	 価値創造サイクル

ITを活用して持続的競争優位を獲得して
いるセブン─イレブンの独自のビジネスモデ
ルは、価値創造サイクルによる創発的かつ計

図4　価値創発サイクルと価値増幅サイクルから成る価値創造サイクル
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めるためのアドバイスを行っている。OFC
は隔週で本社に集合し、鈴木敏文会長のメッ
セージを直接聴き、店舗指導に役立つ情報を
仕入れる。

（3）	価値増幅サイクル：高密度多店舗出店

による高効率ロジスティクスシステム

セブン─イレブンの店舗は、狭いエリアに
高密度で出店される。飛び地に点々と店を構
えて全国を粗くカバーするということは決し
てしなかった。この高密度出店の原則を守り
通すことによって、セブン─イレブンの強み
が発揮されている。まず、顧客にとって近く
て便利を実践できる密度の高いサービス網を
構築でき、地域での認知度を向上させること
ができる。

そして、当初は既存店舗を居抜きで活用す
るため、小規模な売り場スペースしか取れず
バックヤードに在庫を持てないという制約が
あった中で、欠品のない品ぞろえを実現する
ためには高密度出店が大前提であった。セブ
ン─イレブンは、メーカーやベンダーが運営
する専用工場や専用物流センターを全国にき
め細かく配置しており、店舗が近接している
ため、工場や物流センターがカバーするエリ
アの店舗数が多くなり、稼働効率を高くでき
た。そして、センターから各店舗へ温度帯
別、納品頻度別に複数メーカーの商品を共同
配送し、ベンダーに負担を掛けることなく効
率よく小分け多頻度納品を行い、新鮮で安
心・安全な商品を店舗に供給し、店舗に在庫
を持たせずに欠品をなくし、店舗の納品受け
入れ作業も軽減した。店舗がエリア内に集中
していることによって、OFCによる高密度
な加盟店へのアドバイスも可能になった。

品は自主開発するものが大部分だが生産はす
べてメーカーに任せ、きめ細かい店舗への配
送を行うが物流業務はすべてベンダーに任
せ、高度な商品開発やシステム構築を行うが
すべて外部企業との協働チームで行う。

（2）	顧客プラットフォーム：既存の小売店を

加盟店にしたフランチャイズチェーン

セブン─イレブンは 1 号店から直営店舗を
持たず、酒屋などを営んでいた既存の小売店
をフランチャイズ店にすることで拡大してき
た。これは、量販店などの大規模店の出店攻
勢の中でも中小店が商売と経営を持続でき、
大規模店と中小店が共存できるビジネスモデ
ルであった。

セブン─イレブンの店舗運営の基本原則
は、「フレンドリー、クリンリネス、品質、
欠品のない品ぞろえ」であり、個店経営を行
う各店舗がこれを実践できるように、本部が
店長や店員の意識と能力を高め、加盟店を支
えるインフラを整備する支援を行う。

加盟店を支援することが本部の責任であ
る。店舗の粗利の一定割合が本部の収入にな
り、加盟店の収入の最低額を本部が補填して
保証するという契約関係であるため、加盟店
が儲かって初めて本部も儲かる。セブン─イ
レブンの加盟店はほかのコンビニエンススト
アよりも店舗当たりの売上が高く利益も高い
ため、結果として本部も高い収入を上げてい
るが、本部は加盟店から得た収入のうちの多
くをチェーン全体のインフラの整備と加盟店
への支援に使っている。

本部のOFC（オペレーション・フィール
ド・カウンセラー）がきめ細かく店舗を回っ
て、店舗経営や店舗運営や発注精度の質を高
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ムについて行われている。
こうした商品開発活動は、100人のセブン─

イレブンのマーチャンダイザーと、メーカー
やベンダーのチームメンバーとの協働によ
る、マーケティング・商品開発チーム、品質
管理チーム、原材料・包材共同購入チーム、
環境対策チーム、生産設備開発チームなど
1000人の体制で行われている。

チームにおける原則は、①考え方・理念、
②目標・目的、③顧客、④情報、⑤システ
ム、⑥成果を共有することであり、セブン─イ
レブンはこうした知的資産を自らが保有する
ことによって、多くの外部企業の人材との協
働による新たな価値の創発を可能にしている。

チームマーチャンダイジングによって、商
品は新たな価値を顧客に提供できるように常
に刷新されている。最近は女性やシニアへと
セブン─イレブンの顧客層を拡大しており、
そうした生活者にとっても近くて便利な品ぞ
ろえになるように、プライベートブランド商
品や個食向け惣菜や料理食材などの充実が図
られている。

（6）	価値創造サイクルの発展：近くて便利

な生活サービスの充実

セブン─イレブンの店舗は食品を中心にし
た商品を販売するだけでなく、生活に便利な
サービスを提供する拠点になっている。マル
チ機能コピー機によるコピーサービス、チケ
ット販売、住民票発行などの行政サービス代
行、セブン銀行ATMの利用、プリペイドカ
ードの販売、無料Wi─Fiサービス、料金収納
代行、セブン・ミール（食事宅配）サービ
ス、セブン＆アイホールディングスすべての
商品を対象にしたネット通販商品の店頭での

（4）	価値増幅サイクル：店舗の発注精度を

高めるための高度な情報システム

小分け多頻度納品によって品ぞろえを確保
するためには、店舗での発注精度を高めるこ
とがカギとなる。総合店舗情報システムは、
加盟店の日常的な商品発注精度の向上を目的
に進化してきた。売り場の担当者が、現在の
在庫や売れ行きに加えて、これからの売り上
げを予測して補充発注を行うために、参考に
するべき情報を携帯端末から取り出せて、そ
れを基に仮説を立てて発注を行い、その結果
がどうであったかを確認し、新たな仮説設定
に活かすという、仮説検証サイクルのための
情報とツールが絶えず高度化されている。

このサイクルを回す中で、売り場担当者の
発注能力は継続的に向上し、自律的に精度が
高い発注を行えるようになる。結果として、
顧客にとって魅力的で品切れしない品ぞろえ
が実現する。そして、この店舗起点の情報は
本部でも共有され、商品の改廃や店舗支援施
策の立案、OFCによる店舗指導にも活用さ
れ、フランチャイズ組織全体の知的資産とな
っている。

（5）	価値創発サイクル：高付加価値の自主

商品を生み出すチームマーチャンダイ

ジング

セブン─イレブンの売り上げの 6 割は、自
主マーチャンダイジングによって開発されて
いる。しかも 1 年に 7 割の商品で見直しが行
われ、新たな価値が追求されている。ここで
いう価値とは「味、値ごろ感、新しさ」のこ
とである。こうした自主商品の開発は、弁当
などのデイリー商品と、セブン─イレブンの
プライベートブランドであるセブンプレミア
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Ⅳ	価値創造サイクルの事例分析

価値創造サイクルは、セブン─イレブンだ
けに見られる固有の変革の形態であろうか。

本稿では、価値創造サイクルが変革を繰り
返して成長を持続させている企業において共
通に見られることを確認するために、金融機
関のウェルズ・ファーゴ、情報サービス企業
のグーグルといった異なる業種の企業を分析
した。 2 社とも公開情報に基づく分析ではあ
るが、それぞれの企業に対する直接のインタ
ビューを基に書かれた書籍を分析の材料とし
て選んでいる。もともとの事例では、価値創
造サイクルという概念は登場しないが、それ
を価値創造サイクルの視点から捉えたものが
この分析である。

1	 ウェルズ・ファーゴ　価値創造サ
イクルによる顧客サービスの統合

金融機関では、商品は自社内で開発され、
監督官庁の認可を得て発売されるが、商品自
体で他社と大きく差別化できることは少な
く、顧客にとっての差は商品提供にかかわる
各金融機関の顧客サービスの良しあしであ
る。そして顧客サービスにはITが不可欠の
存在である。ウェルズ・ファーゴは、商品ご
とにバラバラの顧客サービスに問題を抱えて
いた。それを解決するために、SOAという
モジュール化のための技術を活用して価値創
造サイクルを駆動し、顧客サービスプロセス
の段階的な統合を実現した。この事例は、

‘Applied SOA: Service-Oriented Architec-
ture and Design Strategies’（Michael Rosen
他）に基づいている文献18。

受け取りなど、サービスはさらに拡大を続け
ている。こうした新たなサービスも、セブン─
イレブンの開発担当者と外部のサービス業者
が、店舗での実験を通じた試行錯誤から創発
している。

セブン─イレブンは、創業後早い段階か
ら、高密度店舗網、高効率物流網、商品単品
管理を武器に、高精度・高付加価値な品ぞろ
えのための価値増幅サイクルを確立し、その
後、自主商品の品ぞろえを増やす過程で、チ
ームマーチャンダイジングによる価値創発サ
イクルを強化し、この 2 つの価値創造サイク
ルを、商品だけでなく店舗での多彩な生活総
合サービスの展開へと拡大しているのであ
る。セブン─イレブンの事例は、価値創造サ
イクルが、商品・サービスの開発だけでな
く、新たな業務プロセスや新たなビジネスモ
デルの創造まで拡張されて実行されることを
示している。

セブン─イレブンは、店頭基点の売れ筋情
報を基に、本部が価値創発サイクルも価値増
幅サイクルも垂直統合してコントロールして
いる。しかも、それぞれのサイクルを構成す
るメンバーは、セブン─イレブンの本部の社
員ではなく、価値観と知識と情報を共有する
フランチャイズ店とサプライヤーという外部
の企業である。こうした社内外の多様な人材
が行う創発的変革は、経営者の明確な意図と
それに基づいて準備された仕組みによって、
持続的成長に向けて結集されている。外部の
企業を組み入れたプラットフォームを形成
し、高速に価値創造サイクルを回し続けるこ
とによって、絶え間ない計画的かつ創発的な
変革を起こし、セブン─イレブンの持続的成
長が実現した。
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性は企業文化に深く浸透しており、商品中心
主義の経営には適していたが、顧客中心主義
を実現する上では障壁となった。

また、各事業部門は、情報システムに関し
ても独立性を保っていた。各商品ラインの
IT責任者は、それぞれのビジネスを最もよ
くサポートするアプリケーションやIT製品
を選び、IT組織は、それぞれの事業部門の
アプリケーションを購入、導入、カスタマイ
ズ、維持管理していた。

コバセビッチCEOは、エドワーズCIOに複
数の事業部門にわたって共通の顧客情報を導
入することを命じた。目標は、顧客が各商品
に関して異なる応対を受けるのではなく、単
一の顧客サービスによって、すべてのやりと
りに関して「一つのウェルズ・ファーゴ」を
相手にすることだった。

（3）	変革の内容：SOAによる段階的な顧客

サービスの統合

①SOAによる顧客情報の統合
商品ラインを超えて顧客情報と顧客対応プ

ロセスを統一するには、顧客に関する業務機
能と情報管理機能を共通部品（サービス）化
し、それを各商品ラインで共用するように、
業務機能と業務システムを設計し、それを各
事業部門が使うように統制する必要がある。
これをサービス指向アーキテクチャ（SOA）
と呼ぶ。

商品ごとのこれまでの業務や情報システム
を活かしつつ、顧客対応業務や顧客情報を共
通化するための方法がSOAであった。顧客
に関する業務機能とシステム機能を共通部品
として設計し、それと各事業部門の既存シス
テムの機能を部品化したものを組み合わせ

（1）	 合併を重ねて全米をカバーする

	 巨大銀行に

ウェルズ・ファーゴは、1985年にパソコン
バンキングを開始し、1995年にはインターネ
ットによる銀行口座サービスを最初に導入し
た、ネットバンキングの先駆者である。そし
て、数多くの地方銀行との合併によって、全
米に広がりを持つ実物の店舗網によっても存
在感を増していった。ウェルズ・ファーゴ
は、12の主要事業部門の80を超すさまざまな
商品ラインにわたって、幅広い金融サービス
を提供している。資産規模は最大ではない
が、今後の成長への期待から株式時価総額は
トップレベルである。

（2）	 変革の目的：一つのウェルズ・ファーゴ

ウェルズ・ファーゴは、買収だけでなく、
内部成長による拡大を目指す方針を2001年に
打ち出した。ディック・コバセビッチCEO
は「弊社は、それぞれの顧客資産の100％を
獲得したい。顧客にとって、ウェルズ・ファ
ーゴとの取引商品の数が多ければ多いほど良
いことが多くなると分かれば、顧客の忠誠心
が強まり、顧客が弊社にとどまる期間が長期
化し、顧客維持率が上昇する」と語った。

しかし、ウェルズ・ファーゴは、顧客を維
持し、顧客の忠誠心を向上させるどころか、
深刻な顧客離れに悩まされていた。顧客満足
度調査では「ウェルズ・ファーゴの応対は、
複数の別々の銀行を相手にしているようだ」
と指摘された。ウェルズ・ファーゴの成長を
推進してきた原動力は、12の個別の事業部門
の起業家精神だった。各事業部門は、それぞ
れの利益や収益の目標、事業戦略、サービス
チーム、顧客を抱えていた。事業部門の独立
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（5）	価値増幅サイクル：統合顧客情報の全社

展開

新たに統合された顧客情報は大成功を収
め、顧客満足度の向上にとって不可欠なもの
となった。このため、リテール銀行のその他
の商品にも、統合された顧客情報の利用が求
められた。

ますます多くのリテール銀行商品が統合さ
れるにつれ、顧客維持率とクロスセルが改善
された。変革では、 5 年後にすべての商品と
事業部門がCISに組み込まれるまで、多くの
商品や情報がCISに追加されるにつれ、次の
ような問題が発生した。

•	サービスに対して競合する要求の優先順
位をどのように決めるのか

•	新しいバージョンが、アーキテクチャや
戦略に一致していることをどう保証する
か

•	規則に従うことを嫌う商品が、私的な裏
サービスを作るのをどのように防ぐか

•	サービスをどのようにサポートし、維持
するのか

•	サービス追加のための資金をどのように
負担するか

•	同時にいくつの旧バージョンをサポート
するのか

これらの問題はどれも答えを見いだすのが
難しく、サービスの提供と利用の全体を統制
するサービス・ガバナンスのプロセスが必要
となった。

ウェルズ・ファーゴは、CISの利点によ
り、業界平均の倍以上の商品のクロスセルを
達成し、さらに業界平均の 3 倍を目標とし
た。たとえば、顧客がある支店の窓口係を訪
れた場合、商品提案システムが、顧客の現在

て、各事業部門の新たな業務プロセスを構成
した。

②段階的な変革の実行
自分にとって都合のいいように業務とシス

テムを整備して使ってきた各事業部門に、共
通の業務部品を使わせるために、同行は、強
制的に変革を進めるのではなく、段階的に賛
同者を拡大した。まず、顧客情報の統合に高
い必要性を感じている商品ラインに絞って、
小さく顧客情報統合プロジェクトを開始し
た。それを成功させ、顧客情報の統合効果を
目に見えるようにした上で、ほかの事業部門
の需要を喚起し、参加する事業部門を拡大し
ていった。これを「価値に基づいた需要主導
型（value-based、demand-driven）」の戦略
と呼んだ。こうして全商品の顧客情報を統合
するのに 5 年を要した。

（4）	価値創発サイクル：顧客情報サービス

の初バージョン

変革チームは、顧客情報サービス（CIS）
の初バージョンに統合するリテール銀行の主
力商品を 4 つ選択した。変革チームは数カ月
間にわたって、統合顧客情報の定義による初
バージョンを作成し、さまざまな顧客情報を
複数のデータソースから収集・統合し、新し
い顧客情報に変換するためのサービス機能を
導入した。

最初のCISは、まず問い合わせサービス部
門（コールセンター）をサポートするアプリ
ケーションに導入された。そして、サービス
部門で実地テストが実施された後に、支店の
窓口係やネットバンキングをサポートするた
めにも急ピッチで拡大された。



87価値創造サイクルによる持続的変革の実現

ス）を利用する商品ライン別の事業部門とは
別に、サービスを設計し各事業部門へ提供す
る部門横断的なサービス提供部門が必要であ
る。同行では、事業部門と全社IT部門の関
係を、サービス利用者（Consumer）とサー
ビス提供者（Provider）に再定義し、共通部
品の共同利用のためのサービス・ガバナンス
のプロセスを確立した。

④IT
ウェルズ・ファーゴのSOAに対する取り

組みは、 3 世代目に入っている。始まりは
1995年の分散オブジェクト技術（CORBA）
を使った顧客サービスシステムの開発であ
り、2001年には 2 世代目のエンタープライズ
Java技術を使ってこの事例の変革を開始し、
その後、 3 世代目のウェブサービス技術の利
用に移行している。こうした経験によって、
技術力だけでなくサービス指向のアーキテク
チャによるプロジェクトの管理能力が、同行
には蓄積している。

ウェルズ・ファーゴのSOAを用いた変革
は、ITによるモジュール化を価値創造サイ
クルのために活かした典型例である。モジュ
ール化の実現方法の一つがSOAの共通機能

（サービス）である。そして、サービス提供
者による新たな共通機能の開発が価値創発サ
イクル、サービス利用者による共通機能の利
用が価値増幅サイクルである。

2	 グーグル　価値創造サイクルによる
クラウドサービスの創造

スタンフォード大学の天才的ITオタクで
あったラリー・ペイジとセルゲイ・ブリンに
よって起業され、彼らと同じような才能豊か

の取引状況、以前の取引状況、現在所有して
いる商品などを分析するために稼働する。次
に、窓口係が顧客に提案できる新しい商品候
補をリストアップする。窓口係には、新たな
商品の追加販売に関して報酬が支払われる。
こうした業務変革によってクロスセルが促進
された。

（6）	 ウェルズ・ファーゴにおける

	 変革のイネーブラー

ウェルズ・ファーゴの変革を可能にしたイ
ネーブラーを抽出すると、次の通りである。

①価値観
ウェルズ・ファーゴがとったアプローチ

は、「可能な場所では共通化を、競争上の優
位性を提供するところでは差別化を」という
連邦制組織の原則を尊重している。独立性を
保持している事業部門は、競争上の優位性を
提供する機能のみ独自に導入した方がいいと
いう考え方を理解するようになった。

②人材
SOAプロジェクトを成功させるために必要

な人材は、技術専門家としてのアーキテクト
ではなく、ビジネスの立場で事業部門と協力
できる能力の高いアーキテクトであった。こ
の人材は、ビジョンとコミュニケーションを
確立し、長期的な価値の創出と短期的な価値
提供のバランスを取ることができなければな
らない。また、ビジネスとアーキテクチャ、
技術と導入現場の橋渡しができる必要がある。

③組織・プロセス
SOAを導入するには、共通部品（サービ
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らを信奉する社員たちが共有する独自の価値
観であった。この事例は『In the Plex: How 
Google Thinks, Works, and Shapes Our 
Lives』（Levy、2011年、仲達志&池村千秋訳）
に基づいている文献19。

（1）	 創業者たちが大切にしたこと

グーグルの社風は、創業者であるペイジと
ブリンが 2 人とも幼年期にモンテッソーリ教
育を受けた経験があることと無縁ではない。
彼らは、自分で考えた質問への答えを求め、
自分で決めたように行動し、権威を軽視し、
偉い人に言われたからではなく、道理にかな
っているからそうするという習慣を身に付け
た。それが実践できる場がグーグルであっ
た。

社員は 1 週間のうち 1 日を業務以外のプロ
ジェクトに使うという「20％ルール」が、創
業後間もない頃に決められた。創業者 2 人
は、野心的な思いつきによって世界を変えた
いと現場のエンジニアたちが思ったとして
も、彼らの意欲をむやみに削いではならない
と考えた。

（2）	 職場環境は創業者の価値観の表れ

創業者の価値観に基づいた職場環境をデザ
インする際のガイドラインには、「グーグル
っぽい空間は、何よりも社員自身を反映し、
サポートするものでなければならない。私た
ちは献身的で、有能で、思慮深くて、勤勉な
個人の集団であると同時に、多様な個性によ
って構成されたチームである。グーグルの基
本的価値観が作業環境にも反映されなければ
ならない」と記されている。社員には大学の
キャンパスにいるように知的な刺激に満ち、

なコンピューター科学者やエンジニアが結集
して次々に新たな事業を創造してきたグーグ
ルは、創発的なIT駆動による変革の実践者
である。しかし同時に、グーグルには未来を
見通した、創業以来一貫するしたたかな戦略
があった。

ベンチャーキャピタルの出資を得て企業を
拡大しようとした1999年当時、彼らは「世界
中の情報を整理し、世界中の人々がアクセス
できて使えるようにする」というグーグルの
使命を表明した。2010年代の現在から見る
と、このうち前半部分は世界最大のビッグデ
ータ、後半部分は世界最大のクラウドコンピ
ューティングを指していたと解釈できる。グ
ーグルの創業者たちは、はじめからITの進
歩が生み出す未来社会を予想し、データを中
心に据えたビジネス、世界中の情報を収納で
きるサーバー空間、コンピューター自身が学
習を繰り返すシステムを進化させ続けた。

そして、検索エンジンの性能を改良し続
け、新たなウェブ広告のビジネスモデルを生
み出し、膨大なサーバー空間を利用したクラ
ウドコンピューティングサービスを拡大して
きた。その意味から、グーグルはITによる
新たな事業形態を生み出した価値創造サイク
ルの実践者であるといえる。

グーグルは、コンピューター科学者やエン
ジニアの自主性を尊重し、それぞれのテーマ
の追求に没頭できる大学のような企業文化を
維持してきた。それが、「グーグルっぽい」
社員を呼び寄せ、「グーグルっぽい」発明を
促し、グーグルならではの価値創造サイクル
を駆動させてきた。これを可能にしたのは、
独自の広告ビジネスモデルが生み出す巨額の
資金であったが、同時に、 2 人の創業者と彼
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分かるマネージャではなく、プロダクトマネ
ージャになれるエンジニアを探すことにし
て、これをAPM（アソシエートプロダクト
マネージャ）と呼んだ。APMはエンジニア
たちに命令するのではなく、データを用いて
エンジニアを説得することが仕事であった。
これによって、エンジニアリングを重視しつ
つチームアプローチを維持することが可能に
なった。

経営陣は、社内のチームが肥大化すること
にも気を配った。社員のモチベーションを維
持するために、自分がプロジェクトの責任者
であると感じられる程度の小規模なチーム編
成を保つように、プロジェクトを分割した。
また、エンジニアの夢と会社の収益を両立さ
せるために、エンジニアの配属を「70・20・
10」のルールで決定した。つまり、70％は検
索か広告という収益の柱の部署に、20％はア
プリケーションなど重要な製品の開発部署
に、10％はそれ以外の何でもありのプロジェ
クトに配属したのである。

（5）	 データから学ぶプロセスの確立

グーグルのエンジニアは、誰もが画期的な
創造活動だけに従事しているわけではない。
グーグルの絶えざる進化は、地道なデータか
らの学習プロセスによって支えられていた。
たとえば、グーグルは検索ログデータを活用
したA/Bテストによる検索エンジンの改善プ
ロセスを確立した。

（6）	 無秩序の裏にある組織運営システム

グーグルは、インテルで実施されている
OKR（目標と主要な成果）という管理方式
を導入した。これは、作業をセグメント化

仕事だけに熱中できる環境が用意された。

（3）	 グーグルっぽい人材採用へのこだわり

ペイジとブリンは、会社が成果を出せるか
どうかは、トップクラスの知性や能力を持つ
人材を採用できるかどうかにかかっていると
考えた。基本的な採用基準は、とてつもなく
高い知性と抑え切れないほどの野心を備えて
いること、さらに、グーグルらしさを持って
いることである。

就職希望者の面接回数は、初めの頃は最大
20回に達する時期もあったが、やがて 5 回程
度になった。採用委員会が採用を了承した
ら、経営幹部グループが資料を再度精査す
る。そして、最終判断はペイジ自身が下し
た。

（4）	 創造性を尊重するチームマネジメント

グーグルが2004年 8 月に上場を果たした当
時、そろそろしっかりした会社組織を整える
べき時期に来ていた。しかし、ペイジとブリ
ンは、数千人のエンジニアを抱える大企業を
円滑に運営すると同時に、自由な発想や創造
性を重視するのびのびとした職場環境を維持
したいと考えた。彼らの考えるグーグルの組
織図は、水玉模様に覆われた巨大なシーツの
ような形をしていた。水玉は小さなチーム、
シーツは平らな組織の構造を表す。

グーグルでは、小さなチームは、通常「テ
クリード」と呼ばれる上級エンジニアとプロ
ダクトマネージャによって率いられていた。
優れたエンジニアたちが、技術者としてはグ
レードが一段低いプロダクトマネージャに指
示されるのは、グーグルっぽくないと見なさ
れていた。そこで、エンジニアの言うことが
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開示といった組織的な仕組みも合わせて必要
であった。

Ⅴ	事例を踏まえた
	 価値創造サイクルの具体化

1	 計画的変革や創発的変革と
	 価値創造サイクルの関係

セブン─イレブンの事例では、価値創造サ
イクルのアウトプットは新たな商品やサービ
スであったが、ウェルズ・ファーゴの事例で
は、新たな顧客サービスプロセスがアウトプ
ットであり、グーグルの事例では、新たなビ
ジネスモデルがアウトプットであった。この
ように、価値創造サイクルは商品・サービス
の開発と提供だけでなく、より幅広い価値を
生み出す活動を対象にして知識創造サイクル
を実践するものである。

また、価値創造サイクルとして捉えた変革
の性格も各社によって異なる。セブン─イレ
ブンでは、経営者が作り上げた独自の仕組み
の中で現場組織が行う改善の積み重ねが持続
的成長に結びつくことが価値創造サイクルで
あった。ウェルズ・ファーゴでは、経営者が
意図した計画的変革を創発的な試行錯誤の繰
り返しによって実行することが価値創造サイ
クルであった。グーグルでは、技術者同士に
よる創発的な技術革新を経営者が促して新た
な事業創造戦略を生み出すことが価値創造サ
イクルであった。

このように、価値創造サイクルは、創発を
組み入れた計画的変革にも、計画的意図に収
斂する創発的変革にも当てはまる考え方であ
る。価値創造サイクルが駆動していない現状
の改善と比べると、計画的変革は計画的に価

し、どんな成果をいつまでに出せるか、時期
を決めて定量化する手法であった。社員は全
員 4 半期に一度、年間を通じてのOKRを設
定し、承認を受ける必要があった。個人だけ
でなく、チーム、部門、企業全体のレベルで
もOKRが設定された。理想的には設定した
OKRの 7 〜 8 割が達成される程度の挑戦的
な目標設定が求められた。

OKRはマネージャだけでなく、社内全体
で共有された。それはグーグルのイントラネ
ット上で、社員の略歴や職務内容とともに公
開された。さらに、社員は、プロジェクトデ
ータベースを通じて、社内で何が行われてい
るかに関する詳細な情報を得ることができ
た。創業者 2 人は透明性を確保することで、
大所帯になってもお互いが何をしているかが
分かる会社を実現しようとした。

グーグルのビジネスは、まったく前提や制
約を設けない自由な創造活動10％や、新たな
サービスを開発するための自主性を持ったエ
ンジニアチームによるプロジェクト20％から
成る価値創発サイクルと、既存の検索サービ
ス、広告サービス、データセンター運用など
の品質を向上させ続ける70％の価値増幅サイ
クルから成っている。

グーグルの絶えざる技術革新とサービス革
新は、エンジニア王国を維持しようとする創
業者たちの強い意思によるものである。しか
し、大企業となったグーグルが、価値創造サ
イクルを駆動して社員の創造性や自主性を発
揮させ続けるためには、創造的な仕事ができ
る空間作り、知性と能力とグーグルらしさに
徹底的にこだわった人材採用、エンジニアの
自主性を尊重したチーム組織の編成、目標管
理制度による社員の意識付け、社員への情報
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セブン─イレブンの商品開発を支援する情
報活用、ウェルズ・ファーゴの新サービス作
成における試行、グーグルの検索機能の品質
向上のための機械学習など、ITは強力なイ
テレーションツールとして機能している。

（2）	 価値増幅サイクルにおける

	 仮説検証とモジュール化

さらに、ITは、価値増幅サイクルにおけ
る情報を活用した仮説検証の手段として、ま
た、業務機能のモジュール化の手段として用
いられる。ITは仮説を検証するために、豊
富で多様で即時な情報の収集と分析を可能に
する。また、業務と情報システムをモジュー
ル化しておけば、検証結果に基づいて該当す
るモジュールを改訂し業務全体に速やかに反
映することができる文献21。

セブン─イレブンの店頭基点の売れ行き情
報、グーグルのサーバー内に格納された世界
中の情報の写しは、顧客に対するサービスを
常に検証し、改善し続けるために不可欠な資
産である。ウェルズ・ファーゴのSOAは業
務機能と情報システム機能を共通部品化して

値増幅サイクルを駆動することであり、創発
的変革は散発的に価値創発サイクルを駆動す
ることである。そして、計画的かつ創発的変
革は、価値増幅サイクルに価値創発サイクル
を組み入れたり、価値創発サイクルを計画的
な意図に収斂させたりすることによって、価
値創発サイクルと価値増幅サイクルを連動さ
せることである（図 5 ）。

2	 価値創造サイクルを駆動する
	 IT活用力

ITは知識創造サイクル全般において、参
加者の間でのコミュニケーションや知識共有
の手段として利用される。時間や空間を超
え、組織の壁を越えて豊富な情報を交換して
コミュニケーションを行い、暗黙知の共同化
や表出化を促すために、情報ネットワークは
強力な効果を発揮する。組織を超えて形式知
を連結し相互活用したり統合したりするため
に、ナレッジデータベースは有効である。そ
れに加えて、価値創造サイクルにおいては、
ITはなくてはならない駆動力として機能す
ることが事例から明らかになった。

（1）	 価値創発サイクルにおける

	 イテレーション

ITは価値創発サイクルにおける試行錯誤
を高速化、高度化、多頻度化するためのイテ
レーションの手段として用いられる文献20。
ITは暗黙知をメタファー、コンセプト、仮
説、モデルなどの形で形式知として可視化す
る過程を支援する。そして、数理的モデル、
プロセスモデル、デジタルモックアップなど
の試作品を作成して、仮説の価値を評価し改
良を繰り返すことを容易にする。

図5　計画的変革や創発的変革と価値創造サイクルの対応関係
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また、流通業などにおいては、商品や部品
の仕入先であるサプライヤーとの協働によっ
て新商品・新サービスが開発され、供給され
る。セブン─イレブンでは、ITはサプライヤ
ーとの共同開発環境の整備や共同配送網のコ
ントロールに利用されている。

このようにITは、顧客との価値共創やサ
プライヤーとの協働のためのプラットフォー
ムを形成する手段として重要である文献22。
ITは、知識創造サイクルを価値連鎖の中に
実装するためにより強力な手段となり、IT
活用力は価値創造サイクルによる計画的かつ
創発的な変革を実現するイネーブラーとなる

（図 6 ）。

3	 価値創造サイクルのイネーブラー
価値創造サイクルを可能とするIT活用力

以外のイネーブラーは、まさに変革のイネー
ブラーとして挙げた価値観、組織、人材、プ
ロセスである。

業務全体で再利用するための有力なモジュー
ル化の手法である。

（3）	 顧客との価値共創とサプライヤーとの

	 協働のプラットフォーム

価値創発サイクルや価値増幅サイクルで
は、顧客とのやり取りの中から、新たな価値
の種を発見したり顧客にとっての価値を確認
したりする価値共創が行われる。顧客との接
点を構成する手段として、ITによるバーチ
ャルチャネルは人手によるリアルチャネルと
連携して用いられるようになった。グーグル
では、もともとすべてのサービスがインター
ネットを介して行われるが、セブン─イレブ
ンやウェルズ・ファーゴでも、インターネッ
トと実店舗を複合したサービスが行われてい
る。顧客を新たな商品・サービスの開発に巻
き込み、顧客のニーズを深く理解し、顧客に
サービスを提供する真実の瞬間の質によって
顧客経験価値を高め、顧客を永く維持するた
めに、ITは強力な手段となる。

図6　価値創造サイクルを駆動するIT活用
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ー、クリンリネス、品質、欠品のない品ぞろ
え」という基本原則を全店舗に徹底し、ウェ
ルズ・ファーゴは「それぞれの顧客資産の
100％を獲得する」ことを目標に顧客サービ
スを統合し、グーグルは「社員は 1 週間のう
ち 1 日を業務以外のプロジェクトのことに使
う」という「20％ルール」による全員参加の
未来創造を目指した。

（2）	 組織、場の形成

野中は、知識創造の促進条件として「場の
存在、即興的な相互作用、自己組織性、参加
者の心理的コミットメント、境界の透明性」
を挙げている文献25。Botkinは、参加者の心理
的コミットメントによって形成された場を

「ナレッジ・コミュニティ」と呼んだ文献26。
これは「実体的なビジネスの目的に役立つ新
しい知識を創造し、共有し、利用するという
共通の熱意を持つ人たちの集団」である。そ
して、Garvinは、境界の透明性を保った場
として「組織の境界を取り除き、アイデアが
自由に交換できるようにボーダーレスにすべ
き」であることを主張した文献27。

経営者は、価値創発を可能とするような多
様な知識を持つ人材が出会い、相互作用が行
われる場を、組織横断的な変革チームのよう
な形で設定する必要がある。併せて、商品・
サービス提供を行う現場組織も、価値増幅に
向けた仮説検証を自律的に行い、変革チーム
と連携ができるような組織に再編成する必要
がある。

セブン─イレブンは、個店経営を行うフラ
ンチャイズ店を、売り場の担当者が自ら仮説
検証による発注精度向上に努める価値増幅の
場として運営できるように、OFCによるカ

（1）	 価値観

経営者は、価値創発サイクルと価値増幅サ
イクルを整合させて回し続けるために、将来
に向けた価値創造のあり方と目標を示す必要
がある。野中他はこれを「知識ビジョンと駆
動目標」と呼んでいる。「知識ビジョン」は

「企業が『どうあるか』という未来に関するイ
メージ」である。これは「知識スパイラルに
方向性を与え、企業の製品、部門、組織、さ
らには市場の境界を越えながらも、その組織
の追求する価値から焦点をずらさない知識の
基盤や長期的な進化の方向を決定付ける」も
のである。また「駆動目標は、ビジョンと対
話・実践の知識創造プロセスを連動させる具
体的な概念、数値目標、規範」である文献23。
これらは価値観に相当するものである。

Hamel & Prahaladは「経営者は、今後10
年間に提供していく新しい付加価値や機能、
必要なコア・コンピタンス、価値を顧客に届
ける方法について戦略設計図を描くべき」で
あるとし、「その道を走るエネルギーとなる
思い入れと知恵を供給する夢と力に満ちた

「戦略方針」として「ストレッチ戦略」を示
すべき」であると述べている文献24。戦略設
計図が知識ビジョン、ストレッチ戦略が駆動
目標に当たると解釈できる。

セブン─イレブンの「近くて便利」な生活
総合サービス拠点、ウェルズ・ファーゴの

「一つのウェルズ・ファーゴ」、グーグルの
「世界中の情報を整理し、世界中の人々がア
クセスできて使えるようにする」というクラ
ウドサービスにつながるビジョンは、将来の
事業の姿を示す戦略設計図といえる。

そして、その実現のためのストレッチ戦略
として、セブン─イレブンは「フレンドリ
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せる多様な人材が主体的に参加し、失敗を恐
れずに新たな挑戦ができるようにして価値創
発を促す。現場組織には、現状の改善にとど
まらない、自発的な仮説検証による価値増幅
の行動を推奨する。そして、変革チームと現
場組織との交流を活発に行い、価値創発の価
値増幅への実用化、価値増幅から価値創発へ
のフィードバックが絶えずスムーズに行われ
るようにする。

セブン─イレブンのチームマーチャンダイ
ジングにおいては、社員はサプライヤーの専
門人材の知恵を結集して、新たな魅力ある商
品・サービスを生み出すためのプロデューサ
ーとしての役割を果たしている。店舗の経営
者や売り場担当者の仮説検証能力は、自律的
な仮説検証の繰り返しとOFCによる助言に
よって向上する。OFCは店頭基点の情報や
知恵を隔週で持ち寄って全社で共有し、担当
する店舗へ還元する。こうした活動は、
OFC自身の知識吸収による成長にもつなが
っている。商品開発チームにとっても、この
活動から得られた情報は貴重なフィードバッ
クとなる。

ウェルズ・ファーゴにおいては、SOAプ
ロジェクトを成功させるために必要な人材
は、技術専門家としてのアーキテクトではな
く、ビジネスの立場で事業部門と協力できる
能力の高いアーキテクトであった。

グーグルは、会社の成果はトップクラスの
知性や能力を持つ人材を採用できるかにかか
っていると考え、とてつもなく高い知性、抑
えきれないほどの野心、グーグルらしさを備
えた人材の採用に徹底してこだわった。そし
て、エンジニアの自主性を尊重するチーム運
営を重視し、プロダクトマネージャ（PM）

ウンセリングと情報武装を提供している。そ
して、サプライヤーが、セブン─イレブン専
用の工場、倉庫、配送車を運用して適時適量
の商品供給を行っている。また、新たな顧客
価値を提供する多くの自主開発商品を生み出
すために、自社の社員とサプライヤーの協働
によるマーチャンダイジングチームを価値創
発の場として編成し、理念、目標、顧客、情
報、システムを共有するバウンダリーレスな
組織として運営している。

ウェルズ・ファーゴでは、サービス提供者
による新たな共通機能の開発が価値創発サイ
クル、サービス利用者による共通機能の利用
が価値増幅サイクルとなって、共通機能の共
同利用の場を形成している。

グーグルは、社員に大学のキャンパスにい
るような知的な刺激に満ち、仕事だけに集中
できる環境を提供した上で、数千人のエンジ
ニアを抱える大企業を、水玉模様に覆われた
巨大なシーツ（小さなチームから成る平らな
組織）のように運営しようとした。そして、
自分がプロジェクトの責任者であると感じら
れる程度の小規模なチームに分割し、検索サ
ービスや広告など既存事業の改良という価値
増幅の場に70％、新規サービスの開発プロジ
ェクトや何でもありの創造活動といった価値
創発の場に30％のエンジニアを配属してい
る。

（3）	 人材

野中・竹内は、組織的な知識創造が推進さ
れる要件として「組織の意図、自立性、ゆら
ぎと創造的カオス、冗長性、最小有効多様
性」を挙げた文献16。変革チームには、イノ
ベーションにつながる揺らぎやカオスを起こ
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ガバナンスのプロセスを確立した。
グーグルの絶えざる進化は、地道なデータ

からの学習プロセスによって支えられてい
る。またグーグルでは、OKRという目標設
定と達成度評価のプロセスが全社員に適用さ
れ、その評価内容は各社員の略歴や職務内容
とともに全社に公開される。こうした透明性
を確保することによって、大企業になっても
社員同士がお互いに何をしているか分かる会
社にして人材交流を活発にしようとしている。

4	 価値創造サイクルの
	 事例分析のまとめ

3 社の事例をまとめると、計画的かつ創発
的な変革の実現方法としての価値創造サイク
ルのモデルを次のように想定することができ
る。「戦略設計図を知識ビジョンとし、スト
レッチ戦略を駆動目標として価値観を形成
し、価値連鎖に知識創造サイクルを組織ルー
ティンとして埋め込んで、価値創発サイクル
と価値増幅サイクルとして運営し、組織、人
材、プロセス、IT活用力から成る変革のイ
ネーブラーによってこれらのサイクルを駆動
することで、変化の激しい競争環境に対応し
た、創発を組み入れた計画的変革や、計画的
意図に収斂する創発的変革を、企業は実践し
ている」（図 7 ）。

 

Ⅵ	企業における
	 価値創造サイクルの実態の確認

1	 研究方法
（1）	 アンケート調査の方法

日本企業が行っている変革の実態を分析
し、「価値創造サイクルによる計画的かつ創

にチームを率いらせるのではなく、PMにな
れるエンジニアをAPM（アソシエートPM）
に任命し、データでエンジニアを納得させる
役回りにした。

各社を通じて共通するのは、価値創発チー
ムをリードし、試行を実用に結びつけるプロ
デューサー人材の存在である。チームには、
創造性豊かな多様な人材が集まるが、各人の
能力を引き出し、ぶつけ合わせ、融合させて
アウトプット創出に向けて結実させるのがプ
ロデューサー人材である。知識を創造するだ
けに終わらせずに、商品・サービスや業務プ
ロセスやビジネスモデルとして、現業組織に
受け渡す役割が重要である。

（4）	 プロセス

価値創発サイクル、仮説検証サイクル、業
務機能部品（モジュール）改訂サイクルなど
を、標準的なプロセスとして組織内で共有
し、知識創造サイクルの組織ルーティン化を
促進する必要がある。

セブン─イレブンでは、チームマーチャン
ダイジングにおける商品開発のプロセスは標
準化され、チーム間で共有されている。社員
が価値創発サイクルや価値増幅サイクルに携
わることができるように、また、パートを中
心とする店舗要員で店舗運営ができるよう
に、すべての業務が標準化されマニュアル化
されている。そして、業務に必要な知識と情
報は見える化され、可能な限りシステム化さ
れている。

ウェルズ・ファーゴでは、事業部門と全社
IT部門の関係を、サービス利用者（Consum-
er）とサービス提供者（Provider）に再定義
し、共通部品の共同利用のためのサービス・
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IT活用力、変革の効果といった変革の構成
要素と価値創造サイクルの間の関係を検討す
るために、アンケートでは、事業戦略の見直
し内容、変革の実行内容、人間系システムの
整備内容、変革のためのIT活用の内容（IT
活用力に対応する）、価値創造サイクルの実
施内容、価値創造サイクルのためのIT活用
の内容、変革の効果創出に関して、それぞれ
複数の質問項目を用意した。そして、各質問
項目について、実施度合（実施したか否か）
や創出度合（効果が出ているか否か）を、 5
点「肯定」、 4 点「ある程度肯定」、 3 点「ど
ちらともいえない」、 2 点「どちらかといえ
ば否定」、 1 点「否定」という 5 段階の選択
肢を設けて平均値をとった。それらの質問項
目を集約して分析のための変数を作成した。

①事業戦略見直しの必要度合と実施度合
調査では、（ⅰ）市場と顧客、（ⅱ）業界と

発的変革の実行」モデルによって実際の企業
の変革行動を説明できるかを確認する。

日本企業のIT活用実態調査は、2003年か
ら毎年継続して実施され、経営者マターのテ
ーマについて真摯な答えが得られる回答者層
を形成してきた。2015年12月に行った調査で
は、ITを活用した変革と価値創造サイクル
に関する質問を追加した。日本における売上
高上位企業3000社の情報システム担当役員や
情報システム部門長に調査票を郵送し、その
うち501社から郵送によって回答を得た（回
答率約17％）。回答企業の業種別と売上高規
模別の集計結果を示す（表 3 ）。回答企業
は、業種の違いと企業規模の違いを満遍なく
カバーしており、日本の大手企業を代表する
サンプルといえる。

（2）	 分析する変数の定義

事業戦略、変革の実行、人間系システム、

図7　価値創造サイクルによる計画的かつ創発的変革

価値増幅サイクル
（仮説検証）

価値創発サイクル
（試行錯誤）

製品・サービス
提供サイクル

製品・サービス
開発サイクル

顧客

知識創造サイクルの価値連鎖への埋め込み価値創造のモデル 変革のイネーブラー 計画的かつ創発的変革

組織（場）
人材

プロセス
IT活用力

価値観
創発を

組み入れた
計画的変革

計画的意図に
収斂する
創発的変革

価値連鎖
（バリューチェーン）

価値創造サイクル
（組織・情報活用）

知識創造サイクル
（SECIモデル）

経営者の価値統治
（コアコンピタンス）

知識創造サイクル

組織ルーティン化

戦略設計図
ストレッチ戦略

価値創造
マネジメント
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調査では、変革の 3 つの対象と 3 つの種類
を組み合わせて、 9 つの変革の実行度合を聞
いた。 9 つの変革の実行度合の値を見ると、
3 つの改善（相関係数0.45以上）、 3 つの再
設計（相関係数0.58以上）、 3 つの創造（相
関係数0.63以上）は、それぞれ実行度合の相
関が高い。また、再設計と創造も相関が高い

（相関係数0.44以上）。そこで、 3 つの再設計
と 3 つの創造を合わせて平均値をとって「再
設計創造型変革実行度合」とし、 3 つの改善
の平均値をとって「改善型変革実行度合」と
いう変数とした。質問項目は、それぞれに 1
％水準で有意の正の相関があり、平均値をと
ることによって打ち消し合うことはない。

③人間系システムの整備度合
調査では、「IT活用力」以外の変革のイネ

競合、（ⅲ）自社の強み、（ⅳ）マーケティン
グミックスという 4 つの事業戦略の見直しに
ついて、必要度合と実施度合を聞いた。そし
て、この 4 つの平均値をとって「事業戦略見
直し必要度合」と「事業戦略見直し実施度
合」という変数とした。質問項目は、それぞ
れに 1 ％水準で有意の正の相関があり、平均
値をとることによって打ち消し合うことはな
い。

②変革の実行度合
価値連鎖の変革には、「製品・サービスの

変革」「業務プロセスの変革」「ビジネスモデ
ルの変革」の 3 つの対象がある。また、製
品・サービス、業務プロセス、ビジネスモデ
ルのいずれについても、「改善」「再設計」

「創造」の 3 種類の変革がある。

表3　回答企業の業種別・売上高規模別の構成

2014年売上高

合計100億円
未満

100億
～ 300億円
未満

300億
～ 600億円
未満

600億
～ 1,000億
円未満

1,000億
～ 3,000億
円未満

3,000億
～ 6,000億
円未満

6,000億～ 1
兆円
未満

1兆円以上

業
種
大
分
類

製造業 33
7.1％

42
9.0％

34
7.3％

26
5.6％

32
6.9％

16
3.4％

7
1.5％

15
3.2％

205
43.9％

流通業 13
2.8％

15
3.2％

15
3.2％

12
2.6％

10
2.1％

7
1.5％

1
0.2％

5
1.1％

78
16.7％

金融業 13
2.8％

12
2.6％

4
0.9％

5
1.1％

5
1.1％

3
0.6％

2
0.4％

8
1.7％

52
11.1％

サービス業 19
4.1％

26
5.6％

15
3.2％

7
1.5％

10
2.1％

6
1.3％

2
0.4％

8
1.7％

93
19.9％

情報
サービス業

10
2.1％

10
2.1％

5
1.1％

0
0％

4
0.9％

0
0％

0
0％

0
0％

29
6.2％

その他 1
0.2％

2
0.4％

2
0.4％

0
0％

2
0.4％

2
0.4％

1
0.2％

0
0％

10
2.1％

合計 89
19.1％

107
22.9％

75
16.1％

50
10.7％

63
13.5％

34
7.3％

13
2.8％

36
7.7％

467
100.0％

注1）上段は度数、下段は総和の％を表す
2）業種や売上高が無回答の企業は集計に含まない
出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）
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（3）	 各変数の平均値の傾向

各変数について、回答企業全体の平均値を
とってみると次のような傾向がある。

①事業戦略の見直しの必要度合と実施度合
4 つの見直しの軸のほとんどが、必要度が

4 ポイント台前半、実施度合が 3 ポイント台
後半であり、0.5ポイントほどの差がある。
事業戦略の見直しの必要性は感じるが、実際
には見直しには踏み切れない企業が多いこと
が分かる。 4 つの軸の中では、「市場と顧
客」の見直しをする企業が多く、「マーケテ
ィングミックス」を見直すと答えた企業がや
や少ないが、 4 つの軸の間に大きな差はな
い。「市場と顧客」については、見直しが必
要と考える企業が特に多い。企業は、顧客の
要求の変化や対象とする市場の変化によって
事業戦略見直しに迫られていることが分かる

（表 4 、図 8 ）。

②変革の実行度合
製品・サービス、業務プロセス、ビジネス

モデルのいずれについても、改善の実行度合
が 3 ポイント以上、再設計や創造の実行度合
が 2 ポイント台後半であり、0.5ポイント程
の差がある。改善レベルの変革は実行する企
業が多いが、再設計や創造まで踏み込む企業

ーブラーである「価値観」「組織」「人材」
「プロセス」に関するマネジメントの実施度
合を聞いた。

④変革のためのIT活用度合
調査では、IT活用力に関して以下の 3 つ

の変革のためのIT活用度合を聞いた。そし
て、その 3 つの平均値をとって「変革のため
のIT活用度合」という変数とした。質問項
目は、それぞれに 1 ％水準で有意の正の相関
があり、平均値をとることによって打ち消し
合うことはない。
（ⅰ）製品・サービスの変革へのIT活用
（ⅱ）業務プロセスの変革へのIT活用
（ⅲ）ビジネスモデルの変革へのIT活用
変革のためにITを活用する度合が高いこ

とによって、IT活用力の高さを確認する。

⑤価値創造サイクルの実施度合
調査では、「価値創発サイクル」と「価値

増幅サイクル」について、それぞれの実施度
合を聞いた。

⑥価値創造サイクルのためのIT活用度合
調査では、「イテレーションの手段」「仮説

検証の手段」「モジュール化の手段」「顧客と
の価値共創の手段」「サプライヤーとの協働
の手段」としてのIT活用度合を聞いた。

⑦変革の効果創出度合
調査では、変革の効果について、BSCの結

果指標である「顧客の評価」と「財務的効
果」を挙げて、それぞれ効果創出度合を聞い
た。この 2 つを、効果を見るための変数とし
た。

表4　事業戦略の見直しの必要度合と実施度合

必要度合 実施度合

市場と顧客 4.29 3.86 

業界と競合 4.03 3.64 

自社の強み 4.03 3.62 

マーケティングミックス 3.94 3.40

出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）
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は少ないということができる。 3 つの変革の
対象の中では、「ビジネスモデル」の変革
が、やや低いが、大きな差はない（表 5 ）。

③人間系システムと価値創造サイクルの実
施度合、変革の効果創出度合

4 つの人間系システムの整備度合の中で
は、「価値観」と「人材」がほかの 2 つより
もやや低いが、いずれの実施度合も平均値は
3.4ポイントを超えており、人間系システム
に属するイネーブラーはある程度整備されて
いると考えられる。それに比べて価値創発サ
イクルと価値増幅サイクルの実施度合は約 3
ポイントであり、実施度合はやや低い。

変革の効果創出度合は、顧客の評価も財務
的効果も 3 ポイントをやや上回る程度であ
り、あまり高いとはいえない。変革の実行度
合が、改善レベルで 3 ポイントを超えるが再
設計や創造レベルで 2 ポイント台後半である
ことと考え合わせると、改善ではある程度ま
で効果が得られているが、再設計や創造まで
含めると効果が出ているとも出ていないとも
いえないということであろう（図 9 ）。

④変革や価値創造サイクルへのIT活用度合
変革のためのIT活用度合は、「業務プロセ

スの変革」が「製品・サービスの変革」や
「ビジネスモデルの変革」よりも高い。企業
にとって、業務プロセスはITに組み込まれ
ていることが多く、変革にITが使われるこ
とが一般的である。それに比べると、製品・
サービスにITが組み込まれていない企業も
あり、ITを使って製品・サービスを変革す
ることは一部の製造業などに限られ、また、
ビジネスモデルの実現手段がITではない企

図8　事業戦略の見直しの必要度合と実施度合（グラフ）

必要度合

実施度合

3.00
市場と顧客 業界と競合 自社の強み マーケティング

ミックス

3.20

3.40

3.60

3.80

4.00

4.20

4.40

出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）

表5　変革の実行度合

ビジネスモデル 3.18 2.71 2.61 

業務プロセス 3.45 2.87 2.58 

製品・サービス 3.53 2.89 2.78 

改善型 再設計型 創造型

出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）
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図9　人間系システムの実施度合、価値創造サイクル実施度合、
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の構成要素の内容はどのように異なるか」
そして、価値創造サイクルの実施事例の分

析結果から次の仮説を設定する。
仮説「価値増幅サイクルと価値創発サイクル
から成る価値創造サイクルを実施している企
業のほうが、実施していない企業よりも事業
戦略を見直し、変革のイネーブラーを整備
し、価値創造サイクルのためにITを活用し
て、変革を実行し、変革の効果を創出してい
る」

（2）	 仮説の確認

①価値増幅×価値創発による企業の分類
価値創造サイクルを実施しているか否かに

よる変革の構成要素の違いを分析するため
に、価値増幅サイクルの実施度合が 4 ポイン
ト以上か否か（価値増幅／非価値増幅）、価
値創発サイクルの実施度合が 4 ポイント以上
か否か（価値創発／非価値創発）によって、
企業を4種類に分類する（表 6 ）。

価値増幅サイクルと価値創発サイクルをと
もに実施しない企業（非価値増幅・非価値創
発）が55.8％と多く、価値創造サイクルを実
施する場合は、価値増幅と価値創発をともに
実施する企業（価値増幅・価値創発）が24.3
％と多い。どちらか一方のみを実施する企業
はそれぞれ10％程度と少なく、非価値増幅・
非価値創発から価値増幅・価値創発への過渡
的な段階と考えられる。

業もあり、ITを使ってビジネスモデルを変
革することは、情報サービス企業など特定の
業種に限られるということであろう。

価値創造サイクルへのIT活用度合は、 2
ポイント台とさらに低い。これは、価値創造
サイクルの実施度合がそもそも低いことと、
価値創造サイクルを実施する場合でも、それ
にITが十分に活用されていないということ
であろう（図10）。

2	 価値創造サイクルと
	 変革の構成要素との関係

（1）	 仮説設定

価値創造サイクルの実施とITを活用した
変革の構成要素との関係について、次の問い

（リサーチクエスチョン）を設定する。
問い「価値増幅サイクルと価値創発サイクル
から成る価値創造サイクルを実施するか否か
によって、企業におけるITを活用した変革

図10　変革と価値創造サイクルへのIT活用度合
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出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）

表6　価値増幅×価値創発による企業の分類

価値増幅 41社
9.9％

101社
24.3％

非価値増幅 232社
55.8％

42社
10.1％

非価値創発 価値創発

出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）
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実行度合はやや高いが、業務プロセスやビジネ
スモデルの創造型の変革はむしろ低い（表 7 ）。

③価値増幅×価値創発による
	 変革の構成要素の違い
価値増幅×価値創発の 4 分類ごとに、事業

戦略の見直し度合、変革のイネーブラーの実
施度合、価値創造サイクルのためのIT活用
度合、変革の実行度合、および変革の効果
創出度合に関する変数の平均値を比較した

②価値増幅×価値創発による
	 変革の実行度合の違い
4 つの分類ごとに 9 つの変革における実行

度合の平均値を比較した。非価値増幅・非価
値創発と比べて、価値増幅・価値創発は、改
善型変革だけでなく再設計型や創造型の変革
も実行度合が高い。価値創発だけの場合は、
改善型変革も再設計型や創造型の変革も実行
度合がやや高い。価値増幅だけの場合は、改
善型変革と製品・サービスの再設計型変革の

表7　価値増幅×価値創発による変革の実行度合の違い

出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）

◎価値増幅・非価値創発

ビジネスモデル 3.22 2.56 2.34 

業務プロセス 3.49 2.90 2.34 

製品・サービス 3.69 3.05 2.81 

改善型 再設計型 創造型

◎非価値増幅・非価値創発

ビジネスモデル 3.07 2.61 2.52 

業務プロセス 3.34 2.70 2.46 

製品・サービス 3.39 2.72 2.58 

改善型 再設計型 創造型

◎価値増幅・価値創発

ビジネスモデル 3.58 3.12 2.97 

業務プロセス 3.87 3.27 2.95 

製品・サービス 3.89 3.39 3.27 

改善型 再設計型 創造型

◎非価値増幅・価値創発

ビジネスモデル 3.21 2.76 2.86 

業務プロセス 3.28 3.10 2.68 

製品・サービス 3.66 2.74 2.76 

改善型 再設計型 創造型

3.5以上

3.0～ 3.5

3.0未満

表8　価値増幅×価値創発による変革のイネーブラーの実施度合の違い

価値増幅x価値創発 事業戦略
見直し度合

価値観の
マネジメント

組織の
マネジメント

人材の
マネジメント

プロセスの
マネジメント

変革への
IT活用度合

価値増幅・価値創発 3.94 3.72 3.70 3.66 3.88 3.49 

価値増幅・非価値創発 3.54 3.33 3.61 3.59 3.85 3.26 

非価値増幅・価値創発 3.66 3.60 3.62 3.55 3.38 3.09 

非価値増幅・非価値創発 3.52 3.22 3.39 3.28 3.37 3.10 

一元配置分散分析p値 0.000 0.000 0.004 0.005 0.000 0.001 

出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）
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増幅・非価値創発よりもすべての変数の平均
値が高く、有意の差があるということであ
る。そして、価値増幅サイクルと価値創発サ
イクルのどちらか一方を実施する場合は、価

（表 8 、 9 、10、図11）。すべての変数につい
て分類間に 5 ％水準で有意の差があること
を、一元配置分散分析によって検定した。

これは、価値増幅・価値創発の方が非価値

表10　価値増幅×価値創発による変革の実行度合と効果創出の違い

表9　価値増幅×価値創発による価値創造サイクルのためのIT活用度合の違い

価値増幅x価値創発 改善型変革実行度合 再設計創造型変革実行度合 顧客の評価 財務的効果

価値増幅・価値創発 3.78 3.15 3.75 3.58 

価値増幅・非価値創発 3.47 2.71 3.63 3.38 

非価値増幅・価値創発 3.40 2.77 3.43 3.49 

非価値増幅・非価値創発 3.27 2.59 3.06 3.01 

一元配置分散分析p値 0.000 0.000 0.000 0.000 

出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）

価値増幅x価値創発 イテレーションの
手段

仮説検証の
手段

モジュール化の
手段

顧客との
価値共創の手段

サプライヤーとの
協働の手段

変革への
IT活用度合

価値増幅・価値創発 3.39 3.35 3.22 3.13 3.03 3.49 

価値増幅・非価値創発 2.64 2.89 3.13 2.89 2.61 3.26 

非価値増幅・価値創発 2.90 3.03 2.69 2.87 2.87 3.09 

非価値増幅・非価値創発 2.24 2.33 2.46 2.42 2.43 3.10 

一元配置分散分析p値 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 

出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）

図11　価値増幅×価値創発によるITを活用した変革の構成要素の違い
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出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）
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値増幅・価値創発と非価値増幅・非価値創発
の中間の値である。この分析によって仮説は
支持された。

（3）	 2 つの分類ごとの

	 変革内容の差に関する考察

2 つの分類ごとの変革の構成要素の違い
を、さらにTukay HSDの多重比較によって
検定した（表11）。

2 つの分類の間で 5 ％水準の有意の差があ
る変数を抜き出すと、非価値増幅・非価値創
発から価値増幅・価値創発への移行の過程が
観察できる（図12）。これは、事例分析を基
に想定した計画的変革や創発的変革と価値創
造サイクルとの関係を裏付けるものである。

非価値増幅・非価値創発と比べて、価値増

幅だけ実施した場合はプロセスのマネジメン
トの整備度合が高く、仮説検証とモジュール
化と顧客との価値共創のためのIT活用度合
が高く、顧客の評価が高い。これは、仮説検
証とモジュール化によって価値増幅サイクル
を回し、変革実行プロセスを整備して計画的
変革を実行している状況といえる。

非価値増幅・非価値創発と比べて、価値創
発だけ実施した場合は、イテレーション、仮
説検証、顧客との価値共創のためのIT活用
度合が高く、顧客の評価と財務的効果が高
い。これは、イテレーションと仮説検証によ
って散発的に価値創発サイクルを回し、試行
錯誤による創発的変革を実行している状況と
いえる。

価値増幅・非価値創発に比べて、価値増

表11　2つの分類ごとの変革の構成要素の平均値の差

変数
（価値増幅・非価
値創発）－（非価値
増幅・非価値創発）

（非価値増幅・価
値創発）－（非価値
増幅・非価値創発）

（価値増幅・価値
創発）－（価値増幅・
非価値創発）

（価値増幅・価値
創発）－（非価値増
幅・価値創発）

（価値増幅・価値
創発）－（非価値増
幅・非価値創発）

事業戦略見直し度合 0.019 0.136 0.391※ 0.275 0.411※

価値観のマネジメント実施度合 0.109 0.380 0.398 0.128 0.507※

組織のマネジメント実施度合 0.218 0.227 0.090 0.081 0.308※

人材のマネジメント実施度合 0.301 0.263 0.075 0.112 0.376※

プロセスのマネジメント実施度合 0.487※ 0.015 0.026 0.499※ 0.514※

イテレーションの手段 0.401 0.660※ 0.745※ 0.486※ 1.146※

仮説検証の手段 0.560※ 0.691※ 0.455 0.324 1.015※

モジュール化の手段 0.667※ 0.228 0.088 0.528※ 0.756※

顧客との価値共創の手段 0.469※ 0.452※ 0.240 0.257 0.709※

サプライヤーとの協働の手段 0.176 0.443 0.425 0.158 0.601※

変革へのIT活用度合 0.156 ─0.015 0.230 0.401※ 0.386※

改善型変革実行度合 0.200 0.132 0.310 0.378※ 0.510※

再設計創造型変革実行度合 0.116 0.172 0.436※ 0.380※ 0.552※

顧客の評価 0.566※ 0.366※ 0.125 0.325 0.691※

財務的効果 0.366 0.478※ 0.205 0.093 0.571※

※5％水準で有意の差がある
出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）
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Ⅶ	企業が価値創造サイクルを
	 実施するには

1	 企業にとっての
	 価値創造サイクルの有効性

（1）	 知識創造サイクルの価値連鎖への実装

知識こそが企業が生み出す価値の源泉とな
る最重要な資産と考え、それを創造し続ける
ことを強調した知識創造サイクルは、企業が
行う変革の根源的な意味を示したものとして
説得力を持つ。しかし、企業が価値連鎖の変
革を行う上での方法としては具体性に欠け
る。そこで、価値連鎖の中に知識創造サイク
ルを組織ルーティンとして埋め込んで実行す
る価値創造サイクルという考え方を導入する
ことによって、本稿は価値連鎖を持続的に変
革し続ける方法を提示した。

企業の実態分析の結果、価値創造サイクル
を実施している企業は約 4 分の 1 とまだ多くは
ないが、実施していない企業と比べて、改善

幅・価値創発では、事業戦略見直し度合、イ
テレーションのためのIT活用度合が高く、
再設計創造型変革の実行度合が高い。これ
は、価値増幅サイクルにイテレーションによ
る価値創発サイクルの要素を加えて、再設計
創造型変革も実行し、計画的かつ創発的な変
革を行って事業戦略の見直しを実現している
状況といえる。

非価値増幅・価値創発と比べて、価値増
幅・価値創発では、プロセスのマネジメント
の整備度合、変革へのIT活用度合が高く、
イテレーションとモジュール化のためのIT
活用度合、改善型変革と再設計創造型変革の
実行度合が高い。これは、イテレーションの
強化とモジュール化の導入によって価値創発
サイクルを計画的意図に収斂させ、変革実行
のためのプロセスとITを整備して改善型変
革も再設計創造型変革も併せて実行し、計画
的かつ創発的な変革を行っている状況といえ
る。

図12　2つの分類間の変革内容の遷移

イテレーション
仮説検証
顧客との価値共創
顧客の評価
財務的効果

価値増幅

事業戦略見直し度合
イテレーション
再設計創造型変革

プロセスのマネジメント 
仮説検証 
モジュール化 
顧客との価値共創 
顧客の評価 プロセスのマネジメント

変革へのIT活用
イテレーション
モジュール化
改善型変革

再設計創造型変革

非価値増幅

非価値創発 価値創発

出所）野村総合研究所「IT活用実態調査」（2015年）
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ない企業はどのようにしてこれを導入すれば
よいか。企業の実態分析の結果から 2 つのア
プローチが考えられる。

（1）	 価値増幅サイクル先行型アプローチ

方針：現場主導の継続的改善活動を価値増
幅サイクルに発展させ、次に創発的変革を組
み入れる

•	現場の改善活動を将来に向けた価値増幅
につなげるために、事業の将来ビジョ
ン、仮説検証の場、知識開発手段を経営
者が提供する

•	改善活動のアウトプットをモジュール化
して、組織を超えた共有・共用を促進す
る

•	蓄積されたモジュールの整理・再構成を
定期的に実施し、再設計型変革を行う

•	組織内だけでは得られない知識や発想を
外部の人材との創発から吸収し、組織の
モジュールとして組み入れる

（2）	 価値創発サイクル先行型アプローチ

方針：散発的な発見や発明を試行錯誤の繰
り返しによって価値創発サイクルに発展さ
せ、戦略設計図に向けて結集する

•	異才の人材が相互作用を発揮できる価値
創発の場を経営者が設定する

•	企業が実現するべきイノベーションの方
向性を、戦略設計図として経営者が提示
する

•	戦略設計図と自社が持つ資源のギャップ
を埋める補強策を準備する

•	開発者の試行錯誤のアウトプットを取捨
選択し、事業遂行組織に対して利用を促
す

型変革だけでなく再設計創造型変革も実行し
変革の効果を創出していることが確認された。

（2）	 価値創造サイクルのITによる駆動

価値創造サイクルにおいて、価値創発のた
めのイテレーション、仮説検証のための情報
収集と分析、価値増幅のためのモジュール化、
顧客との価値共創のためのプラットフォーム、
サプライヤーとの協働のためのプラットフォ
ームとして、先進企業はITを活用している。

価値創造サイクルにおいては、ITは変革
における知識と情報の活用を支援する欠かせ
ない技術といえる。企業の実態分析の結果、
価値増幅サイクルや価値創発サイクルの実施
と併せてそのためのIT活用度合も高まるこ
とが確認された。

（3）	 人間系システムに属する

	 変革のイネーブラーの強化

ITを活用した変革のイネーブラーとして本
稿で取り上げた価値観、組織、人材、プロセ
スは、価値連鎖の中で知識創造サイクルを回
すことによって、実現する価値創造サイクル
にとっても共通のイネーブラーとなる。共通の
価値観としての戦略設計図とストレッチ戦略、
創造の場となるチーム組織、価値創造のプロ
デューサー人材、価値創造の実行プロセスの
重要性が先進企業の事例から明らかになった。

企業の実態分析の結果、価値創造サイクル
を実施している企業は、変革のイネーブラー
の整備度合も高いことが確認された。

2	 価値創造サイクルの
	 実現へのアプローチ

では、まだ価値創造サイクルを実施してい
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•	開発組織と事業遂行組織が協働して試行
錯誤のアウトプットを実用化し、価値増
幅サイクルに組み入れる

本稿の問題意識として掲げたITを活用し
た計画的かつ創発的な価値連鎖の変革のマネ
ジメントの仕方に対する回答は、「戦略設計
図を知識ビジョンとし、ストレッチ戦略を駆
動目標とし、価値連鎖に知識創造サイクルを
組織ルーティンとして埋め込んで、価値創発
サイクルと価値増幅サイクルとして運営し、
IT活用力と人間系システムから成る変革の
イネーブラーによってこれらのサイクルを駆
動する」ということである。

断続的に起こる計画的変革を創発的な要素
を組み入れて段階的に行うためにも、持続的
な創発的変革を計画的な意図に収斂するよう
に繰り返すためにも、価値創造サイクルは有
効な方法であり、これによって、変化の激し
い競争環境における計画的変革の創発的な軌
道修正や、計画的変革と創発的変革の同時進
行に先進企業は対応している。

企業の実態調査の分析によって多くの一般
の企業は価値創造サイクルによる計画的かつ
創発的な変革を実行していないことが分かっ
たが、変化の激しい事業環境の下で成長を継
続するためには、多くの企業にとって価値創
造サイクルは必要なことであり、段階を踏ん
で実行に移すべきである。
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